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主要な事業内容、主要な営業所及び工場

主要な事業内容（2025年６月30日現在）
　　大衆すし酒場「じんべえ太郎」大衆割烹「庄や」「日本海庄や」等料理飲
食事業の経営

埼 玉 県

さ い た ま 市
庄や３店、日本海庄や１店
kobanちゃん１店、VANSAN２店
じんべえ太郎３店、FURDI２店

川 越 市 じんべえ太郎１店
越 谷 市 庄や１店、VANSAN１店
三 郷 市 じんべえ太郎１店、VANSAN１店
上 尾 市 庄や１店
久 喜 市 じんべえ太郎１店
坂 戸 市 じんべえ太郎１店
東 松 山 市 じんべえ太郎１店
鴻 巣 市 じんべえ太郎１店
新 座 市 庄や１店
白 岡 市 じんべえ太郎１店
川 口 市 庄や１店
宮 代 町 庄や１店

栃 木 県
足 利 市 庄や１店
宇 都 宮 市 じんべえ太郎１店
野 木 町 じんべえ太郎１店

群 馬 県 伊 勢 崎 市 日本海庄や１店
館 林 市 庄や１店

千 葉 県 野 田 市 じんべえ太郎１店
合 計 32店

主要な事業所（2025年６月30日現在）
① 本社　　　埼玉県さいたま市浦和区北浦和四丁目１番１号
② 店舗
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会計監査人の状況

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 10,500千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額 10,500千円

会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人の名称　　　　　　　　アスカ監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

(注) １. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に
基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんの
で、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しておりま
す。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積
りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査
人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必
要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不
再任に関する議案の内容を決定いたします。
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目
に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査
人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、
解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨
と解任の理由を報告いたします。

(5) 会計監査人が現に受けている業務停止処分
　金融庁が2025年１月17日付で発表した懲戒処分等の概要
イ　処分の対象
　　アスカ監査法人
ロ　処分の内容
　・契約の新規の締結に関する業務の停止６ヶ月（2025年１月20日から
2025年７月19日まで）
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会計監査人の状況

　・業務改善命令（業務管理体制の改善）
ハ　処分の理由
　監査法人の運営が著しく不当と認められたため
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業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は
以下のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制
当社は、適正な業務執行のための体制を整備し、運用していくことが重

要な経営の責務であると認識し、以下の内部統制システムを構築しており
ます。
当社は、小規模組織で個々の役員及び使用人まで把握できる状況にある

ため、代表取締役自らが繰り返し企業理念・社是の精神を語りかけること
により、法令及び定款を遵守した行動がとられる経営体制の確立に努めて
おります。
具体的には、風通しの良い社風の維持を心掛けるとともに、匿名性の高

い内部通報制度を設け、社内でコンプライアンス違反行為が行われ、また
は行われようとしている場合には、報告・連絡・相談が迅速に行われる体
制を構築しております。
　内部通報制度の通報先として、内部通報窓口担当のほか、社外監査等委
員である取締役も窓口に設置しております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行及び意思決定に係る文書や情報は、文書管理規程に

基づき保存及び管理しております。取締役は、必要に応じてこれらの情報
を閲覧できる体制となっております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ア. 代表取締役社長に直属する内部監査室を設置し、適時適切な監査に

より経営管理全般の改善と事故誤謬を防止し、会社の自存発展に努
めております。

イ. 内部監査規程に基づき、内部監査活動の適切な執行を行っておりま
す。

ウ. 取締役及び部次長は、担当する部門における重大なリスクの把握に
努め、発見した場合には速やかに代表取締役に報告する義務を負っ
ております。
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業務の適正を確保するための体制

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、原則として毎月１回の取締役会を開催し、経営戦略等の重要事

項について議論し、意思決定を行うとともに、定款の規定に基づき重要な
業務執行の決定の一部を取締役に委任することにより、取締役の業務執行
の効率性・機動性の向上を図るものとしております。

⑤ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合に
おける当該使用人に関する事項および当該使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項
監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合に

は、監査等委員会の職務を補助する組織を管理部とし、当該使用人は、監
査等委員の指示に従いその職務を行い、また、人選等については、監査等
委員会の意見を考慮し検討するものとしております。

⑥ 前号の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性
に関する事項
監査等委員会の職務を補助すべき使用人の人事異動等については、監査

等委員会の意見を尊重するものとしております。

⑦ 取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人が監査等委員会に
報告するための体制、その他の監査等委員会への報告に関する体制及び
監査等委員会へ報告したことを理由として不利な取扱いを受けないこと
を確保するための体制
ア. 取締役及び使用人は、監査等委員会の求めるところに従い、各監査

等委員の要請に応じて必要な情報を報告及び情報提供を行うものと
しております。

イ. 取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を
発見した場合には、速やかに監査等委員会に報告を行うものとして
おります。

ウ. 監査等委員会に対して直接報告を行った取締役及び使用人は、当該
報告を行ったことを理由として不利な取扱いを受けないものとして
おります。
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業務の適正を確保するための体制

⑧ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続
その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方
針に関する事項
監査等委員がその職務の執行につき、費用の前払いまたは償還の請求を

したときは、当該監査等委員の職務執行に必要でないと認められる場合を
除き、速やかに当該費用または債務の処理を行う。

⑨ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体
制

ア.　監査等委員は、取締役会、コンプライアンス会議のほか、必要に応
じて重要なあらゆる会議に出席するとともに、必要な報告を求めること
ができるものとしております。

イ.　監査等委員会は、代表取締役及び会計監査人とそれぞれ定期的に情
報交換、意見交換を行うものとしております。

⑩ 財務報告の適正性を確保するための体制
当社は、金融商品取引法等の定めに従い、健全な内部統制環境の保持に

努め、有効かつ正当な評価ができるよう内部統制システムを構築し、適正
な運用に努めることにより、財務報告の信頼性と適正性を確保しておりま
す。

⑪ 反社会的勢力排除に向けた基本方針
当社は、反社会的勢力に対して、毅然とした態度で臨み、一切関係を持

たないことを基本方針としております。
また、必要に応じ、警察当局、弁護士などの外部専門機関とも連携を取

り、体制の強化を図ってまいります。

業務の適正を確保するための体制の運用の状況の概要
内部統制につきましては、年２回、内部統制システムの整備及び運用状

況のモニタリングを実施し、その結果を取締役会へ報告することにより、
適切な内部統制システムの構築・運用に努めております。
経営理念の浸透やコンプライアンス教育につきましては、幹部会議を中

心に、月例会議及び研修において、コンプライアンスの理解を深め、コン
プライアンス遵守の推進を行っております。
また、内部監査室における店舗内監査を実施することにより、店舗にお
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業務の適正を確保するための体制

ける業務の適正性を監査しております。加えて、法令諸規定に違反する行
為を発見して是正することを目的に、内部通報窓口として社内では内部通
報窓口担当を、社外では監査等委員である取締役を通報・相談先とするホ
ットラインを通して、適正な業務遂行体制を構築しております。
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株主資本等変動計算書

（2024年 7 月 1 日から
2025年 6 月30日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計
資本準備金 その他資本剰

余金
資本剰余金合

計 利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金

合　　　計別 途 積 立 金 繰越利益剰余金

2 0 2 4 年 7 月 １ 日 残 高 50,000 88,500 225,100 313,600 24,780 800,000 73,764 898,544 △622,159 639,984

事 業 年 度 中 の 変 動 額

当 期 純 損 失 △218,524 △218,524 △218,524

自 己 株 式 の 取 得 △8 △8

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度
中 の 変 動 額 ( 純 額 )

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 - - - - - - △218,524 △218,524 △8 △218,532

2 0 2 5 年 6 月 3 0 日 残 高 50,000 88,500 225,100 313,600 24,780 800,000 △144,759 680,020 △622,168 421,451

評価・換算
差 額 等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

2 0 2 4 年 ７ 月 １ 日 残 高 9,888 649,873

事 業 年 度 中 の 変 動 額

当 期 純 損 失 △218,524

自 己 株 式 の　
取 得 △8

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度
中 の 変 動 額 ( 純 額 )

△5,124 △5,124

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △5,124 △223,657

2 0 2 5 年 ６ 月 3 0 日 残 高 4,764 426,215

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

建物 10～34年
工具器具備品 ３～10年

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法
　その他有価証券
　市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
を採用しております。

⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
原材料　　最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用

しております。

⑶ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属
設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。なお自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づいております。

③ リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④ 長期前払費用
　均等償却を行っております。

⑷ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度
に属する支給対象期間に見合う額を計上しております。

③ 店舗閉鎖損失引当金 店舗の閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、将来の損失見込額
を計上しております。

⑸ 収益及び費用の計上基準
　当社が行う基本的なサービスは、飲食店における顧客からの注文に基づく料理の提供であ
り、顧客へ料理を提供し対価を受領した時点で履行義務が充足されることから、当該時点で
収益を認識しております。
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個別注記表

当事業年度
減損損失 63,767千円

有形固定資産の減価償却累計額 1,057,994千円

２. 会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損
⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額

　減損損失63,767千円の内訳は、５.損益計算書に関する注記「減損損失」に記載して
おります。なお、店舗閉鎖損失として計上したもの2,873千円を含めております。

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法
　　収益性の低下による減損の兆候の判定においては、取締役会によって承認された翌

事業年度の予算を基礎としております。
②主要な仮定
　　翌事業年度の予算における主要な仮定は、総合居酒屋業界を取り巻く需要動向等の

外部要因や将来の来店客予測等に基づく売上高であります。
　　コロナ禍を経て、不安定な国際情勢を背景としたエネルギーコストの高騰に起因す

る物価上昇と人件費高騰により、当社を取り巻く環境は大変厳しい状況ではございま
すが、資産グループにより営業黒字に転換するところもあると仮定しております。そ
のため、過去の実績及びコスト上昇要因を考慮した業績改善施策を踏まえて予算を策
定し、収益性の低下による減損の兆候の判定を行っております。

③翌事業年度の計算書類に与える影響
　　策定された予算は、現在の状況及び入手可能な情報に基づき、合理的と考えられる

仮定に基づいて判断を行っております。
　　想定した仮定から大きく乖離し、実際に発生する将来キャッシュ・フローの金額が

見積りと異なった場合には、収益性の低下により、翌事業年度の計算書類において減
損損失を計上する可能性があります。

３. 会計上の見積りの変更に関する注記
　（資産除去債務の見積額の変更）
　　　当事業年度において、店舗の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資

産除去債務について、直近の原状回復実績等の新たな情報の入手に伴い、資産除去債務を
26,927千円積み増しております。

４. 貸借対照表に関する注記

　なお、減価償却累計額には減損損失累計額が135,103千円含まれております。
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用途 種類 場所 金額
店舗 建物等 埼玉県さいたま市他 63,767千円

建物 49,790千円
工具器具備品 8,570
長期前払費用 5,406

計 63,767

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 4,351,308株 －株 －株 4,351,308株

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 539,812株 20株 －株 539,832株

５. 損益計算書に関する注記
減損損失

　　　当社は以下の資産グループについて、減損損失を計上しました。

　当社は、事業用資産において各店舗を基本単位として資産のグルーピングを行ってお
ります。なお、損益計算書において、減損損失のうち2,873千円は「店舗閉鎖損失」に
含まれております。

　　　当事業年度において、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスの資産グループの帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を特別損失に計上いたしました。その種類ごと
の内訳は以下のとおりであります。

　なお、回収可能価額は使用価値により算定しております。使用価値については、将来キャ
ッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるものは回収可能価額を零として評価して
おります。

６. 株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

⑵ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

⑶ 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等
　該当事項はありません。

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの
　該当事項はありません。

⑷ 当事業年度末日における新株予約権に関する事項
該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
計 上 額 時価 差額

投資有価証券 18,178 18,178 －

差入保証金 195,714

　貸倒引当金（※１） △3,350

　差入保証金（純額） 192,364 189,826 △2,537

資 産 計 210,543 208,005 △2,537

長期借入金（※２） 644,545 630,073 △14,471

負 債 計 644,545 630,073 △14,471

７. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

　当社の資金運用は、預金等安全性の高い金融商品での運用に限定しております｡
　飲食店運営事業を行うための設備投資に係る資金調達については、基本的に自己資金で
賄う方針であり、それ以外の諸経費支払資金につき、銀行借入により調達しております。
　投資有価証券は、主に上場株式であり、定期的に時価の把握を行っております。
　差入保証金は、主に出店する際の賃貸借契約に伴うものであり、差入れ先の信用状況を
契約時及び定期的に把握しております。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　当事業年度末における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、以下の
とおりであります。現金は注記を省略しており、預金、売掛金及び買掛金は短期間で決済
されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

(単位：千円)

（※１）差入保証金には、個別に計上している貸倒引当金があり当該金額を控除しておりま
す。

（※２）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、
以下の3つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ
ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル
に時価を分類しております。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券 18,178 - - 18,178

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
差入保証金 － 189,826 － 189,826

資産計 － 189,826 － 189,826
長期借入金 － 630,073 － 630,073

負債計 － 630,073 － 630,073

①　時価で貸借対照表上に計上している金融商品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円）

②　時価で貸借対照表上に計上している金融商品以外の金融商品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
イ．投資有価証券

　投資有価証券の時価について、取引所の価格により、レベル１の時価に分類してお
ります。

ロ．差入保証金
　差入保証金の時価について、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを残存
期間に対応する国債の利回り等適切な指標による利率で割り引いた現在価値により算
定しており、その時価はレベル２に分類しております。

ハ．長期借入金
　長期借入金の時価については、当社は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った
場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分
類しております。なお、１年内返済予定の長期借入金を含めております。
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　　未払事業所税 529千円
　　貸倒引当金損金算入限度超過額 2,049千円
　　減損損失 36,214千円
　　資産除去債務 40,597千円
　　投資有価証券評価損 938千円
　　店舗閉鎖損失引当金 12千円
　　賞与引当金 433千円
　　繰越欠損金 916,221千円
　繰延税金資産小計 996,997千円
　評価性引当額 △996,997千円
　繰延税金資産合計 －千円

　　資産除去債務に対応する除去費用 △13,427千円
　　その他有価証券評価差額金 △2,577千円
　繰延税金負債合計 △16,005千円

当事業年度
（自　2024年７月１日

至　2025年６月30日)

埼玉県 1,606,391千円

栃木県 119,031

群馬県 96,534

千葉県 49,559

顧客との契約から生じる収益 1,871,516

その他の収益 －

外部顧客への売上高 1,871,516

８. 税効果会計に関する注記
　(1)　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　繰延税金資産

　　　繰延税金負債

　(2)　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　　　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和7年法律第13号）が2025年３月31日に国会

で成立し、2026年４月１日以後開始する事業年度より「防衛特別法人税」の課税が行われる
ことになりました。これに伴い、2026年７月１日以後開始する事業年度以降に解消が見込ま
れる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を34.26%
から35.11％に変更し計算しております。この変更による影響は軽微であります。

９. 収益認識に関する注記
　⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報
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⑴ １株当たり純資産額 111円82銭
⑵ １株当たり当期純損失 57円33銭

当事業年度
（自　2024年 7 月 1 日

至　2025年 6 月30日）
期首残高 91,362千円
時の経過による調整額 837
見積りの変更による増加額 26,927
資産除去債務の履行による減少額 △3,312
期末残高 115,815

　⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　個別注記表「１.重要な会計方針に係る事項に関する注記⑸収益及び費用の計上基準」に記
載しております。

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記
　　該当事項はありません。

12. 資産除去債務に関する注記
⑴ 資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ．当該資産除去債務の概要
　　店舗の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

ロ．当該資産除去債務の金額の算定方法
　　物件ごとに使用見込期間を見積もり、使用見込期間に対応する割引率（0.718％～

2.371％）を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

ハ．当該資産除去債務の総額の増減

⑵ 資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの
　　　該当事項はありません。
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